
◎消防法の一部を改正する法律 
（平成一九年六月二二日法律第九三号）   

一、提案理由（平成一九年四月一九日・参議院総務委員会） 

○国務大臣（菅義偉君） 消防法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由

及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 大規模な建築物その他の工作物における地震等の災害の防止を図るため、当該工作物

における自衛消防組織の設置及び地震等の災害による被害の軽減のための管理体制の整

備を義務付ける等の必要があります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、多数の者が出入りするものであり、かつ、大規模な防火対象物の管理につい

て権原を有する者は、災害発生時の応急活動を実施する自衛消防組織を置かなければな

らないこととしております。 

 第二に、地震等の災害による被害の軽減のため特に必要がある建築物その他の工作物

の管理について権原を有する者は、防災に関する知識を有する者に、当該工作物におけ

る災害による被害を軽減するため必要な事項を定める消防計画の作成、当該消防計画に

基づく避難の訓練の実施その他防災管理上必要な業務を行わせなければならないことと

しております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、参議院総務委員長報告（平成一九年四月二五日） 

○山内俊夫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、大規模・高層建築物等における地震等の災害の防止を図るため、自衛消

防組織の設置及び管理体制の整備を義務付ける等の改正を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、事業所の設置する自衛消防組織と地域との連携の必要性、管

理権原が分かれている防火対象物の防災体制の確立、防災管理者等に対する講習内容と

その充実策、法改正の対象外となる事業所の震災対策、災害発生時の拠点となる病院等

の耐震化促進と財政援助等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し五項目から成る附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年四月二四日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に努めるべきである。 

一、地域全体における災害対応に万全を期するため、事業所の作成する消防計画につい

ては、地域防災計画及び市町村消防計画との整合性が図られるよう、地方公共団体及び



事業所に周知徹底すること。また、事業所の行う防災管理が地震対策の新技術等を踏ま

えた実効的なものとなるよう、防災管理者等に対する講習内容の充実とともに、ガイド

ラインの作成や情報提供等を行うこと。 

二、自衛消防組織の行う応急活動の確実な実施に向けて、平素から十分な訓練を行うよ

う助言するとともに、その組織編制については、防火対象物の構造及び用途等への適合、

適切な人員配置及び活動資機材の整備等が図られるようにすること。また、本法施行ま

での間、自衛消防組織の設置については、事業所の自主的な取組が行われるよう促すこ

と。 

三、事業所の設置する自衛消防組織及び消防計画の作成状況等についての実態把握に努

めるとともに、これらの未設置状況等に対しては適切な指導等を行うことにより確実な

是正を図るよう、地方公共団体に周知徹底すること。また、予防事務を担当する職員の

対応能力を強化するため、要員の確保及び教育訓練の充実等を図るとともに、必要に応

じ財政措置を講じること。 

四、大規模地震等に対応した自衛消防力の確保が求められる防火対象物については、最

近の被災状況の実態等にかんがみ、大規模・高層の建築物等にとどまらず、その範囲の

拡大について検討を行うこと。 

五、災害対応力を強化するため、初動及び応急対応の拠点となる病院、学校、公民館等

の公共施設について耐震診断を促進し、早期に耐震化を完了すること。また、消防団の

地域防災に果たす重要性にかんがみ、常備消防との連携体制を強化するとともに、団員

の確保及び装備等の充実を行い、その活性化を図ること。 

  右決議する。 

三、衆議院総務委員長報告（平成一九年六月一五日） 

○佐藤勉君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、大規模な建築物等における地震等の災害の防止を図るため、自衛消防組織の

設置及び地震等の災害による被害の軽減のための管理体制の整備の義務づけ等の措置を

講じようとするものであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る六月十二日本委員会に付託され、同日菅総務

大臣から提案理由の説明を聴取し、昨十四日質疑を行い、これを終局いたしました。次

いで、採決いたしましたところ、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年六月一四日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の事項について十分配慮すべきである。 

一 事業所の作成する消防計画については、地域防災計画及び市町村消防計画との整合



性が図られるよう、地方公共団体及び事業所に周知徹底すること。また、事業所の行う

防災管理が地震対策の新技術等を踏まえた実効的なものとなるよう、防災管理者等に対

する講習内容の充実とともに、ガイドラインの作成や情報提供等を行うこと。 

二 自衛消防組織の行う応急活動の確実な実施に向けて、平素から十分な訓練を行うよ

う助言するとともに、その組織編制については、防火対象物の構造及び用途等への適合、

適切な人員配置及び活動資機材の整備等が図られるようにすること。また、本法施行ま

での間においても、自衛消防組織の設置に係る事業所の自主的な取組を促進すること。 

三 事業所の設置する自衛消防組織及び消防計画の作成の状況等についての実態把握を

踏まえ、所要の対応が適切に図られるよう、地方公共団体に対する助言に努めること。

また、予防事務を担当する消防職員の対応能力を強化するため、要員の確保及び教育訓

練の充実等を図るとともに、必要に応じ財政措置を講じること。 

四 大規模地震等に対応した自衛消防力の確保が求められる防火対象物については、最

近の被災状況の実態等にかんがみ、大規模・高層の建築物等にとどまらず、その範囲の

拡大について検討を行うこと。 

五 大規模地震災害の発生時において、初動及び応急対応の拠点となる病院、学校、公

民館等の公共施設について耐震診断を促進し、早期に耐震化を完了するとともに、被災

者の早期救出に資する、いわゆる「棒カメ」の消防署への配備等、震災対策用資機材の

充実に努めること。また、消防団の地域防災に果たす重要性にかんがみ、常備消防との

連携体制を強化するとともに、団員の確保及び装備等の充実を行い、その活性化を図る

こと。 


